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７建－１号 

 

裁 決 書 

 

〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇 〇〇  

審査請求人  Ａ 

 

        〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇 

           審査請求人  Ｂ  

 

横浜市中区本町６丁目 50－ 10 

処分庁   横浜市長  山中  竹春  

 

 審査請求人Ａ及び審査請求人Ｂが令和７年５月 20 日に提起した、平成〇〇年

〇月〇日付け 〇〇〇〇〇〇〇〇で、横浜市長（以下「処分庁」という。）が〇

〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇（以下「本件許可申請者」という。）に対し

てした本件処分時点の建築基準法（昭和 25 年法律第 201 号。以下「旧法」とい

う。）の規定である旧法第 43 条第１項ただし書の規定に基づく許可処分（以下

「本件処分」という。）の取消しを求める審査請求（以下「本件審査請求」とい

う。）について、次のとおり裁決する。 

 

主  文 

本件審査請求を却下する。 

 

理  由 

第１ 事案の概要 

本件審査請求は、本件許可申請者が行った旧法第43条第１項ただし書の

規定に基づく許可申請に対して、平成〇年〇月〇日に処分庁が本件処分を

行ったところ、同項ただし書に規定する空地の現在の所有者である審査請

求人Ａ及び審査請求人Ｂ（以下「審査請求人ら」という。）が本件処分を

不服として、その取消しを求めた事案である。 

 

 

第２ 審査請求人らの主張 
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審査請求人らの主張は、審査請求書及び補正書面のとおりであるが、そ

の要旨は、次のとおりである。 

１ 審査請求に係る処分があったことを知った日 

(1) 令和７年４月24日に、本件許可に関する文書の開示請求によって、審

査請求人らの所有地が本件許可を得るための対象地になっていることを

初めて確認できた。 

(2) 審査請求人Ｂについては、令和７年４月24日に審査請求人Ａが受けた

開示書類に審査請求人Ｂの所有地の地番が記載されている旨を審査請求

人Ａが確認し、審査請求人Ａから審査請求人Ｂへ当事者の可能性がある

旨を連絡した。審査請求人Ａが審査請求人Ｂに令和７年５月４日に開示

資料の写しを渡し、審査請求人Ｂは、実際の開示資料を見て、当該処分

があったことを正確に知った。 

２ 審査請求の趣旨及び理由 

(1) 本件許可処分は旧法上の道路に接していない囲繞地である〇〇〇〇〇

〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇の土地に対する旧法第43条第１項ただし書空地

による許可を求めたものである。本来、本許可には権利関係者の同意及

び誓約書の提出が必要であるはずだが、許可申請者（〇〇〇〇〇〇〇〇

〇〇〇〇〇〇〇〇）によって作成された報告書には「誓約書の提出はで

きないが、関係権利者には説明の上で同意を得られた」旨が記載され、

本件許可処分を受けている。しかし、審査請求人Ａ所有地の前所有者

（本件許可処分時の所有者である〇〇〇〇（旧姓：〇〇））、〇〇〇〇

及び審査請求人Ｂは許可申請者からそのような説明は受けておらず、審

査請求人Ａが横浜市に開示請求した当該許可に関する資料によって初め

て本許可処分があった事実を知った次第である。〇〇、〇〇及び審査請

求人Ｂは当該許可に関する一切の同意をしていないことを表明してお

り、本件許可申請時に添付された許可申請者作成の報告書は虚偽の内容

と考えられ、不法的に許可処分を得たと考えられる。 

(2) よって、その取消しを求めるため、本件審査請求に及ぶ次第である。 

(3) 本件取消しを求める許可処分の効力が存続することによって、侵害さ

れる審査請求人らの法的権利ないし利益は、公道に接しているため本件

許可処分の要件となっているただし書空地が不要である審査請求人らに

とって、本件許可の要件であるただし書空地を維持しなければならない

という制約によって審査請求人らの所有地の10パーセント超が当該許可

のただし書空地の対象となり、当該空地対象部分を含めて73～87平方メ

ートル程度しかない審査請求人らの狭小土地の利用を著しく阻害される
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内容であり、所有地を有効的に利用する権利を侵害されているものと考

える。 

(4) 〇〇（〇〇）〇〇、〇〇〇〇及び審査請求人Ｂが当該許可に関する同

意をしていない証拠である事実確認書（補足資料①-1、2）については

、開示請求前に作成したもので、当該許可に関して「『同意があった』

と記載があるならば」という仮定の表現になっている。理由として、審

査請求人Ａが2024年８月９日に行った横浜市建築局市街地建築課への調

査において、〇〇〇〇〇〇〇〇〇の土地に関して当該許可番号の処分が

あったことは確認できたが、窓口では許可番号以外の一切情報が開示さ

れず、審査請求人らの所有地が当該許可に関係しているかどうかはその

時点で不明だったためであり、開示請求書類を見て初めて審査請求人ら

各々の所有地が当該許可を得るための対象地となっていることが確認で

きた。 

 

第３ 口頭審査の不実施 

   本件処分は、平成〇年〇月〇日になされたものであるため、審査請求に

関する建築基準法の規定は、行政不服審査法（平成26年法律第68号）の施

行前の時点の規定となるところ、その当時の建築基準法第94条第３項は、

口頭審査の手続につき、「建築審査会は、前項の裁決を行う場合において

は、あらかじめ、審査請求人・・・の出頭を求めて、公開による口頭審査

を行わなければならない。」と定めている。しかしながら、同項において

公開による口頭審査という厳格な手続を採用したのは、審査請求の理由の

有無を判断するに当たって、その審査手続の適正と当事者の権利利益の保

護を図ったものと解されるから、審査請求が法定の期間経過後になされた

ものであるとき等不適法なものであってその補正のできないことが明ら

かな場合には、公開による口頭審査という厳格な手続を経ることなく、審

査請求を却下できると解するのが相当である（名古屋高裁昭和59年12月26

日判決等参照）。 

   これを本件審査請求についてみると、本件審査請求は、後述のとおり、

審査請求が法定の期間経過後になされたものであるから、これが不適法な

ものであってその補正ができないことは明らかである。 

   したがって、本件審査請求について、口頭審査は実施しないものとした。 

 

 

第４ 当審査会の判断 
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  行政不服審査法（平成 26 年法律第 68 号による改正前のもの。以下「旧

行審法」という。）第 14 条第１項では、「審査請求は、処分があつたこと

を知つた日の翌日から起算して六十日以内・・・に、しなければならない。

ただし、天災その他審査請求をしなかつたことについてやむをえない理由

があるときは、この限りでない。」と定めている。 

  ところで、本件審査請求は、処分庁から本件許可申請者に対して平成〇

年 〇月 〇日付けでなされている旧法第 43 条第１項ただし書の規定に基

づく許可処分（本件処分）の取消しを求めるものである。審査請求人Ａに

よれば、令和６年８月９日に行った横浜市建築局市街地建築課への調査に

おいて、本件処分があったことは確認できたとのことであり（審査請求書

の補正書面１頁１.（４）４行目以下）、また、審査請求人Ｂは、令和６年

10 月 15 日付け「所有地【地番：〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇】に関する事

実確認書」において、「〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇の土地所有者（平成 18

年当時の土地所有者：〇〇〇〇〇）に対し、今日現在に至るまでの間に本

所有地における通行許諾や建築基準法第 43 条の許可に伴う誓約等につい

て、書面や口頭に関わらず、同意等をした事実は一切無かったことを確認

いたします。」と述べ、本件処分の存在を認識したうえで、同事実確認書

に署名押印している（補足資料①-1）。 

以上の事実を勘案すれば、審査請求人Ａは、本件処分があったことを遅

くとも令和６年８月９日に知り、審査請求人Ｂは、本件処分があったこと

を遅くとも同年 10 月 15 日に知ったものといわなければならず、それゆえ、

本件審査請求が提起された令和７年５月 20 日時点では、旧行審法第 14 条

第１項で規定する、処分についての審査請求ができる期間（以下「審査請

求期間」という。）を徒過していたことは明らかである。 

もっとも、「審査請求に係る処分があったことを知った日」について、

審査請求人Ａは、令和７年４月 24 日に、本件許可に関する文書の開示請求

によって、審査請求人らの所有地が本件許可を得るための対象地になって

いることを初めて確認できたと主張する。また、審査請求人Ｂについては、

審査請求人Ａが審査請求人Ｂに令和７年５月４日に開示資料の写しを渡

し、審査請求人Ｂが実際の開示資料を見た時点において当該処分があった

ことを正確に知ったと主張する。 

しかし、旧行審法第 14 条第１項では、審査請求期間を「処分があつたこ

とを知つた日の翌日から起算して六十日以内」としており、行政処分の効

果を早期に確定させようとする同法条の立法趣旨に鑑みると、「処分があっ

たことを知った日」とは、文字どおり処分を知った日のことであって、当
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該処分に対し不服を申し立てるか否かを検討するのに必要な程度に処分の

内容を知ることまで必要とされるものではない（京都地裁昭和 51 年１月 30

日判決・判例タイムズ 338 号 319 頁参照）。  

また、審査請求人らの主張する事情からは、天災などの旧行審法第 14 条

第１項ただし書が規定する審査請求期間の例外的な取扱いを認めるやむを

得ない理由があると見ることはできないといわなければならない。  

よって、本件審査請求は、やむを得ない理由なく審査請求期間を徒過し

た後に行われたものであるというべきである。  

以上のとおり、本件審査請求は不適法であることが明らかであるから、

その余について判断するまでもなく、旧行審法第 40 条第１項の規定によ

り、主文のとおり裁決する。 

 

 

令和７年７月 18 日 

 

横浜市建築審査会 

会長 大関 亮子 

 

 

教   示  

 

１ 再審査請求 

 (1) この裁決に不服があるときは、国土交通大臣に再審査請求をすることが

できます。 

 (2) 再審査請求は、この裁決があったことを知った日の翌日から起算して30

日以内（天災その他再審査請求をしなかったことについてやむを得ない理

由があるときは、その理由がやんだ日の翌日から起算して１週間以内）に

しなければなりません。 

 (3) 再審査請求は、この裁決があった日の翌日から起算して１年を経過した

ときは、正当な理由があるときを除き、することができません。 

２ 取消訴訟 

 (1) この裁決に不服があるときは、横浜市を被告としたこの裁決の取消訴訟

を提起することができます。 

 (2) この裁決の取消訴訟は、この裁決があったことを知った日から６箇月を

経過したときは、正当な理由があるときを除き、提起することができませ
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ん。 

 (3) この裁決の取消訴訟は、この裁決の日から１年を経過したときは、正当

な理由があるときを除き、提起することができません。 

 

 

 

 


